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会 員 各 位 

公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部 

本 部 長   中 村  裕 昌 

（ 印 章 省 略 ） 

 

 

住宅セーフティネット施策検討調査実施へのご協力について（依頼） 

 

平素は当本部の運営にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 このたび、東京都住宅政策本部より調査依頼がございましたので、ご協力のお願いを差し上げ

ます。 

 東京都では、今後の住宅セーフティネット（東京ささエール住宅）施策の検討を行うためにア

ンケート調査を実施することとしました（この調査は、下記調査会社に委託して行います）。 

当該調査により、住宅セーフティネット制度の認知度、住戸や設備の改修等の状況、補助金利

用に係るニーズ、居住支援サービスの利用状況、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入

居に向けて必要となる取組などについて回答を得て、集計・分析することで、施策検討のための

基礎的な情報を得ることを目的としています。 

なお、アンケートの回答方法等は下記のとおりです。 

ご不明な点等ございましたら、下記担当までお問い合わせください。 

 

記 

１ 回答方法 

以下に記載の「回答専用ページ」にアクセスしていただき、ご回答をお願いします。 

なお、回答の所要時間は１０分程度です。  

 

回答専用ページ： https://survey-net.jp/form/pub/question/safe02  

Ｑ Ｒ コ ー ド： 

 

 

        

２ 回答期間 

７月２日（木）～７月１７日（金） 

 

 

 

 

 

 以上 

【お問い合わせ先】 

＜調査内容について＞ 

東京都 住宅政策本部 民間住宅部 安心居住推進課 

住宅セーフティネット担当 小田島・上野  

TEL：03-5388-3320 

＜回答方法について＞ 

［調査会社］株式会社エントリーサポート 宮崎 

 TEL：03-5302-6970 

＜メール配信について＞ 

 公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部 

 TEL：03-3261-1010 

https://survey-net.jp/form/pub/question/safe02

